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「米の表示等についての検討会とりまとめ （平成14年10月）とその対応状況」

１ 表示の信頼性確保

項 目 現 状 見 直 し の 方 向 対 応 状 況

意図せざる混 生産・流通段階で意図せざる 現実の混入の水準を検証の上、一定の
入への対応 混入が生じる可能性があるこ 許容範囲を設定・表示する等的確な情 －

とから、ＪＡＳ法に基づく１ 報伝達手法を検討
００％表示の厳守は困難

品種表示 農産物検査による証明を受け 小売段階での精米の調査が中心となっ 16年産米、17年産米の農産物検査の品
た場合に表示可能であるが、 ているＤＮＡ鑑定によるモニタリング 種証明のＤＮＡ分析による品種判別調
農産物検査員の銘柄鑑定は目 調査の対象を原料玄米段階まで拡大 査を実施
視が基本

精米年月日 品質向上のため、精白後の選 表示日と精白日の乖離についての上限 日付表示は精米年月日が定着
別・調製工程が増加している 設定と賞味期間等に関する消費者への
ことから精白日と袋詰日に乖 情報提供努力を前提に、精白、調製し
離が発生 た日を表示する方向で検討

一括表示欄の 包装の裏面に表示されている 容易に確認できるよう、包装の表面に 業界が自主的に定めた「品質表示ガイ
表示位置 場合が大多数で消費者にわか 記載することとできないか、他の商品 ドライン」により、一括表示欄を米袋

りにくい の場合や実態を踏まえて検討 の表面に表記

低品質米対策 低品質米と普通の米を判別す 消費者ニーズを反映したＪＡＳ規格制 業界が自主的に定めた「品質表示ガイ
る手法が確立されていない 定の可能性も含めて、消費者に判別が ドライン」により、精米の品位基準を

容易で、農産物検査情報も活用できる 設定
新たな精米規格の制定を検討

無洗米の定義 無洗米の定義が無く、消費者 無洗米の定義及び規格の制定を検討 業界が自主的に定めた「品質表示ガイ
等の制定 に混乱を与えている状況 ドライン」により、無洗米の品質基準

を設定
無洗米は商品として定着
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２ 安全・安心の確保

項 目 現 状 見 直 し の 方 向 対 応 状 況

トレーサビリ 生産者と消費者の間の顔の見 農産物検査情報を基本情報としたトレ 農林水産省において、平成15年から３
ティ・システ える関係が確立されていない ーサビリティ・システムの構築を図り 年間「米生産流通履歴情報システム導、
ムの導入 安全・安心の確保や表示の適正化を図 入支援事業」を実施し、トレーサビリ

る ティ・システムの開発、トレーサビリ
ティ・システムに対応するために行う
機器の整備等に対して支援を実施

３ 農産物検査制度の見直し

項 目 現 状 見 直 し の 方 向 対 応 状 況

検査員の技能 農産物検査の民営化に伴い、 農産物検査員の技能の維持・向上を図 農産物検査員を対象として、当年産の
向上 農産物検査員を育成している るための研修の強化等を検討 検査対象品目の初検査前に技能確認会

段階 を実施、研修会及び鑑定会を実施

産地確認 食糧事務所や農協にも照会し 産地主義を継続するとともに、トレー 産地品種銘柄に係る検査を的確に行う
て生産者の申告と生産者別の サビリティ・システムを活用した確認 ため、検査請求時の代理請求の委任手
作付状況等の情報を照合し、 作業の円滑化を検討 続き及び品種関連情報の提出等を明確
生産地のみで証明 産地主義 化（ ）

産年証明 産年証明は、生産年を限定せ 証明期間を限定する方向で検討 15年産米より産年の証明期間を生産年
ず実施しているが、新米以外 の翌年10月末までとするよう施行規則
の産年判別は困難 を改正（16年４月施行）

包装規格 農産物検査を受けた空き袋が 空き袋の悪用防止に資するよう、包装 15年度に空き袋を再使用できない易開
流通・再利用され、不正流通 規格の見直しを検討 封性（ｲｰｼﾞｰｵｰﾌﾟﾝ）紙袋及びポリエチ
・表示の一因となっている可 レンフィルム袋の規格を設定（15年５
能性 月施行）
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項 目 現 状 見 直 し の 方 向 対 応 状 況

受検機会及び ・計画流通米に検査義務 ・受検機会を拡大する観点から、登録 農産物検査法の一部改正を行い、登録
農産物検査情 ・産地・品種・産年の表示は 検査機関による受検場所の設定を弾 検査機関が設定する検査場所を登録事

、報の活用機会 検査米に限定 力化（登録→届出） 項から届出事項に変更することにより
の拡大 ・トレーサビリティ・システムの基本 受検場所の設定を弾力化（16年４月施

情報として農産物検査情報を活用 行）
・原料玄米に検査米のみを用いた場合

のメリット表示の推進
・新たな精米規格を設定する場合にお

ける農産物検査情報の活用
等を検討

４ その他

項 目 現 状 見 直 し の 方 向 対 応 状 況

多様な商品開 産地・品種・産年を強調表示 産地・品種・産年を強調表示しない場
発の促進 しない場合でも単一の証明米 合に限り、複数原料米等と同様の任意 －

を用いる場合には表示義務 表示を認める方向で検討

食味の表示 根拠があれば任意の表示が可 表示は現行通りとするが、将来的な表 関係団体の官能試験による食味ランキ
能 示のあり方の検討を継続 ングが業界内で定着

関係団体において、食味の指標化を検
討中


